


















































参考にするべく 1951 年（昭和 26 年）度より始まり、約 60 年もの間、問題の作成から採点および調査分析までの全
てを研究所が担っている。 
 一方、発足当初の研究紀要に目を転じてみたい。研究紀要に見られる研究所発足当初の研究で注目すべきは 1950
年（昭和 25 年）度より始まる「福井県教育計画の基盤研究」である。この研究は 2 年後の 1952 年（昭和 27 年）度




















 これらの成果からも、当時の研究紀要における基盤研究が、国による「学習指導要領（試案）」（1947 年・昭和 22
年作成）の趣旨(5)を受けて、福井県として独自の教育計画を作成し実施していく意図を強く有していたことが伺え
る(6)。また『四〇年史』によると、当時の研究所の研究活動は、如上の「福井県教育計画の基盤研究」の例に漏れ
ず、文部省による学習指導要領の趣旨に沿って展開していたという。1947 年（昭和 22 年）に教育基本法の公布に
先立ち作成された最初の学習指導要領は、戦後の教育の地方分権と民主化の理念を色濃く反映した、各自治体およ
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（１）福井大学教職大学院「拠点校」としての福井県教育研究所 




































 こうして平成 20 年度 4 月より研究組織が次々と立ち上がり実行されていくこととなる。4 月 8 日には管理職およ
び各課の課長が集う研究推進委員会（後の「恊働推進委員会」）と各課の所員が集う研究 PT（後の「恊働 PT」）の
合同会議を開催し、そこに教職大学院の教員も参加し、新年度の全体研究構想の共通理解と今後の運営に向けた意
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協議する」機会へと着実に結びついていたことを西村主任は述べている（西村 2011、21 頁）。 
 また塚本主任は、平成 20 年度の全体研究会の経験から所内における同僚性の高まりを意識すると共に、「着任し
たばかりの研究員にとっては、全体研究会は学習の場や不安を払拭する場となっていた」ことを述べている（塚本
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 （３）訪問研修ユニットの開発と今後の恊働研究の可能性 
 恊働研究体制が日々発展しつつある教育研究所において、全所をあげた恊働研究の具体的な課題とされてきてい
るのが、研究所の研修機能と支援機能の強化である。2009 年（平成 21 年）度の恊働研究はその中で「研修機能」
の強化が中心となり、研修の評価方法の改善と所員の力量形成に関わる実践記録の作成と恊働省察を恊働研究会で
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＜脚注＞ 








(4) 1962 年（昭和 37 年）度の第 12 次調査から「標準」の文字がとれ、「福井県学力検査」となり、相対評価法による「学
力検査」から到達度評価法による「学力調査」へと呼称を変更し個別指導等への改善資料へその目的を変更したの
が 1982 年（昭和 57 年）度である（『四〇年史』）。この県学力調査は、2011 年（平成 22 年）度に「SASA2011（Student 
Academic Skills Assessment）」(第 59 次調査)へと改変した。これは、基本的な力を問う A 問題と活用力を問う B 問題
の独自作成によって、知識基盤型社会に対応した新たな学力調査の開発と実施を進めていく狙いを持っている（『窓』







は昭和 25 年 4 月本研究所発足以来の課題」と記しており、当時の研究所は全所員の恊働によって福井県内の教育の
実情を調査研究で明らかにしながら、如上の課題に取り組む強い決意を表明している（『研究紀要』1 号、1952 年）。 




(9) 詳しくは『研究紀要』25 号の巻頭「報告にあたりて」を参照。 



















加藤正弘「組織に埋め込まれた多様なコミュニティ」『福井大学教職大学院 Newsletter』Vol.30、pp.13−14、2011 年 4 月。 
篠原岳司「現代米国教育委員会制度改革と教育専門職リーダーシップ―Boston Plan for Excellence のコーチングに着目し
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